
書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　東京盲ろう者友の会

１． 重要な会計方針
　　

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準及び評価方法は、最終仕入原価法によっています。

　 固定資産の減価償却の方法
建物付属設備、工具什器備品、ソフトウェアの減価償却は、定額法によっています。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況
別紙参照

３． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は58,658,421円ですが、使途が特定されている財産はありません。
したがって使途が制約されていない正味財産は58,658,421円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 26,576,000 26,576,000 0

0 7,890,000 7,890,000 0

0 798,838 798,838 0

合計 0 35,264,838 35,264,838 0

４． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

建物附属設備 2,048,550 0 0 2,048,550 1,714,931 333,619
工具什器備品 17,039,358 4,052,730 1,930,687 19,161,401 14,165,338 4,996,063

無形固定資産
ソフトウェア 607,068 0 0 607,068 607,068 0

投資その他の資産
保証金 1,712,500 0 0 1,712,500 0 1,712,500

合計 21,407,476 4,052,730 1,930,687 23,529,519 16,487,337 7,042,182

５．

　・　事業費と管理費の按分方法

内容 備考

2020年度　　計算書類の注記

　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正　NPO法人会計基準協議
会）によっています。

（１）

（２）

（３）

東京都盲ろう者支援
センター補助金

東京都盲ろう者支援センターの
運営のため。

東京都盲ろう者通
訳・介助者養成研修
事業補助金

通訳・介助者養成研修会の開催
のため。

高齢・障害・求職者
雇用支援機構助成金

障害を持つ職員の、介助者に対
する助成金。

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項

(1)家賃、水道光熱費、マットレンタル、火災保険、施設賠償責任保険
　部屋の使用比率に応じて按分しています。
(2)封筒印刷費、文具購入費、点字用紙購入費
　使用実績を基に按分しています。


